
（歳入）
・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 364,990 千円

（歳出）
・地方消費税交付金（社会保障財源化分）を充てた社会保障施策に要する経費 9,037,421 千円

（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 市債 その他
地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

その他

障がい者福祉事業 1,765,956 814,191 444,083 0 3,496 33,124 471,062

高齢者福祉事業 209,606 0 2,662 0 28,629 11,715 166,600

児童福祉事業 3,221,274 595,071 159,956 0 110,993 154,735 2,200,519

母子福祉事業 11,159 1,362 1,202 0 450 535 7,610

生活保護扶助事業 925,227 691,471 20,974 0 3,002 13,782 195,998

小計 6,133,222 2,102,095 628,877 0 146,570 213,891 3,041,789

国民健康保険事業
（繰出金）

487,528 64,634 193,617 0 0 15,063 214,214

介護保険事業
（繰出金）

1,065,641 57,070 28,535 0 0 64,386 915,650

後期高齢者医療事業
（繰出金）

894,758 0 162,582 0 0 48,103 684,073

小計 2,447,927 121,704 384,734 0 0 127,552 1,813,937

病院事業
（繰出金）

398,411 0 0 0 52,934 22,697 322,780

疾病予防対策事業 5,703 0 943 0 101 306 4,353

医療提供体制確保事業 52,158 0 0 0 43,873 544 7,741

小計 456,272 0 943 0 96,908 23,547 334,874

9,037,421 2,223,799 1,014,554 0 243,478 364,990 5,190,600

　　　令和２年度一般会計予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
　　　社会保障施策に要する経費について

　平成26年4月1日から消費税率（国・地方）が5％から8％に引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の
増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
　令和２年度の小林市一般会計当初予算における社会保障施策関連経費への充当状況については、次のと
おりです。

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

社会福祉

社会保険

保健衛生

合計

※各事業に要する一般財源の比率に応じて、地方消費税交付金（社会保障財源化分）を案分して充当しています。


